
1. 問題の所在 *

「民主政治は、ある種の哲学の危機と不安に
陥り、そして時には時代の課題を前に当惑して
さえいるように見える…大陸の社会主義の衰
退はその量においてほとんど叙事詩的ですら
ある。彼らは、分裂にさいなまれるか、右の政
府に参加しては左の政策を求めてそこから離
脱することを激しく繰り返すことで統一を維
持するか、いずれかである。…キリスト教民主
主義政党は…その内部が異質すぎ、我々の課題
に直面する上での哲学を持っていない。…この

［ヨーロッパの全般的］危機は、私見では、過
ぎ去った日に合致する社会制度や思考が、根本
的に変化した客観的状況にかみ合わなくなる
という形をとって生じている（Smith 1950, 471-

3）」。

これは1950年7月にロンドンの王立国際問題研
究所（いわゆるチャタム・ハウス）で行われた講
演の一節であり、演者はアメリカCBSのロンドン
特派員であったスミス（Howard K. Smith）という
ジャーナリストである。彼は後にニクソン対ケネ
ディのテレビ討論の司会者としても知られるよう
になる。周知の通り、1950年6月25日に朝鮮戦争
が勃発しており、東西対立の行方がどのようなも
のになるか、極めて緊迫した状態にあった。した
がって後代の人間としては、何らかの危機感が表
明されていても特段不思議とするには足りない、

と考えるかもしれない。
　しかしこの講演は、「戦争以来初めて、ヨーロッ
パは正常＝平時という幻影にようやく追いついた
ように見える」という導入から始まる。つまり本
講演は、戦後西ヨーロッパがようやく安定を達成
した、という認識の上でなされている。にもかか
わらずアメリカのこの知欧派ジャーナリストの目
には、その安定が脆弱で、「哲学」を欠くもののよ
うに見えたのである。ここでは、西ヨーロッパの
戦後体制が、何らかの青写真が実現したもの、と
いうよりも、体制を根源で支えるようなアイディ
ア＝イデオロギーの欠落した、表層的なものとし
て捉えられている。

このような認識は、かなり意外なものと言える
のではないか。たとえば、ポスト・デモクラシー
状況やポピュリズムの蔓延を嘆く立場は、「戦後
西ヨーロッパでは自由や人権と、民主的政治参加
を基礎とした体制が定着していた」という認識を
前提としているだろう。ネオリベラリズムなるも
のに批判的な立場からは、戦後の社会民主主義コ
ンセンサス（Dahrendorf 1979, 106-121）や埋め込ま
れた自由主義（Ruggie 1982）の成立が言祝がれて
いてもおかしくない、となるかもしれない。
　しかしスミスが描くのは、左の社民勢力の「衰
退」と右のキリ民勢力の「底の浅さ」であって、お
よそ安定した戦後デモクラシーの成立を示すよう
なものではない。では、このような同時代的な視
点と、現在我々が懐古的に戦後デモクラシーを見
る視点はどのように異なっているのだろうか。本
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稿は、戦後期のヨーロッパにおけるデモクラシー
建設期を分析する共同研究の成果を通じて、戦後
デモクラシーが何であったか／なかったかという
歴史的な問いに答え、そのことを通じて我々のデ
モクラシー理解を精密にするという形で政治学的
な貢献を果たそうとするものである。

2. 定着したのはリベラル・デモクラシーか？

（1）体制分類概念としてのリベラル・デモクラシー
　比較政治学的にみた場合、戦後西ヨーロッパの
体制を特徴づけるのはリベラル・デモクラシーの
定着であろう。それは当初は、「民主化への発展の
挫折（ムーア 1986）」「戦間期のデモクラシーの崩
壊（Linz 1978）」の要因を探るという問題設定の下
で研究され、後には「福祉国家」「政治経済体制」
といった視角から、陰に陽にヨーロッパ比較政治
研究のベースラインとなっている認識である。
　では、リベラル・デモクラシーとは何か。

「それ［民主主義］は、競争的、個人主義的、市
場的な社会の働きによって…すでに用意され
ていた土壌に、順応しなければならなかった…
その過程において民主主義が自由主義化され
た（マクファーソン 1966, 11）」。

　これは約半世紀前にカナダ人政治学者が描いた
西側世界の民主政の歴史的位置付けである。おそ
らくこれに、現在の多くの政治学者は大筋で同意
するのではないか。たとえば近時のきわめて優れ
た政治学教科書は「私たちが生きる現代社会で正
当とみなされる政治体制の構成原理は、自由民主
主義（原文青字）である」と端的に宣言する。そし
てダール『ポリアーキー』を引いて、この体制の
構成原理は包摂性と競争性であるとする（砂原・
稗田・多湖 2015, 43）。おそらくこの言明は、2015

年段階の（政治学者の）民主政理解の描写として
は代表的といえよう。これをリベラル・デモクラ
シーをめぐる考察の出発点としよう。

しかしこの概念はすぐれて冷戦期アメリカ政治
学の産物である。同時代的用法において、全体主
義との対比に重きをおく点は明確だが、内的思惟
構造は判然としない。そもそもリベラリズムの外

延自体が自明ではなく、ロック（John Locke）がリ
ベラリズムの典型思想家に数え上げられるよう
になったのも冷戦期のことであったという（Bell

2014）。実際、リベラル・デモクラシーにおける
「リベラル」は、「反共・反ファシズム」以上のも
のではない可能性がある。たとえばドイツからア
メリカに亡命し、イェールやアマーストで教鞭を
とったレーヴェンシュタイン（Karl Loewenstein）
は、現在の視角からは権威主義体制に数えられる
ようなエストニアの戦間期の体制を取り上げて、
民主主義の自己防衛の例としている（Loewenstein

1937）。その主張は、一時的な逸脱が、ファシスト
やナチスの封じ込めのためなら許される、と言っ
ているに等しい。つまり「リベラル」の語は、体制
間の区別のために用いられているだけであって、
定着したその体制の内実がリベラリズムの原則に
沿っている、ということを示するわけではない。

全体主義概念の定式化で知られるフリードリヒ
（Carl J. Friedrich）が、戦後ヨーロッパの憲法を総
体として「否定の革命（negative revolution）」と特
徴づけ、「素晴らしい未来のための積極的な熱意
の結果ではまったくなく、陰鬱な過去に対する否
定的な嫌悪に発するものである」としているのも

（Friedrich 1951, 14-15）、この体制の定義が否定形
によって特徴付けられることを示す。
　また、「リベラル」に多様な個人の権利擁護とい
う実質的意味が持たされていないことを象徴す
るように、リベラル・デモクラシーの代表的議論
として取り上げられるシュンペーター（Joseph A.

Schumpeter）やダール（Robert A. Dahl）は、その主
要著作においてリベラル・デモクラシーの語を用
いていない（シュンペーター 1962; Dahl 1956）。彼
らのモデル化したデモクラシーは要するに、政権
を担うエリートないし政党が「一つの」集団ではな
い点で共産党支配の一党制国家とは異なる、とい
うだけの話であって、政党や統治エリートが複数
存在していればリベラリズムの実質が本当に守ら
れるのか、という問いに回答を示すものではない。

（マジョリティ集団の）二大政党が競合していれば、
エスニックなマイノリティの自由が実質的に擁護
されていくのか、という問いを仮説的に考えてみ
れば足りるだろう1。
　つまり、戦後ヨーロッパの分析にリベラル・デ

1 ダールはリベラルの語を文献タイトル以外では用いていない。シュンペーターにおいては一箇所だけリベラル・デモク
ラシーの語が用いられているが、そのほかで「リベラル」が用いられるのは政治勢力の名称がほとんどである。

2



モクラシーの概念が用いられる場合、それは体制
分類を目的とする外在的な分析概念としてであ
る。もちろん、それ自体は社会科学の全く正当な
手続きである。しかし問われるべき問題との関係
で、その概念が有効か否かは決まるのであり、そ
こには一定の注意が必要である。例えば、比較政
治学史の最重要人物の一人といえるであろうアー
モンド（Gabriel Almond）は、現在のトップジャー
ナルであるWorld Politics誌の創刊号への寄稿の中
でこう述べている。

「主としてプロテスタントでリベラルなアメリ
カにおいては、マルクス主義やカトリックのイ
デオロギーについてのステロタイプな考え方が
あることが、西欧の政治を開かれた心で理解す
るには妨げになる…偏狭にアメリカ的価値を主
張したり、ヨーロッパの価値を誤解することが、
我々の西欧における安全保障上の地位にとっ
て深刻な帰結をもたらしうる状況なのである

（Almond 1948, 33）」。

　彼は大戦中は戦時情報局に勤務し、戦後は戦略
爆撃の調査のためにドイツを訪問し、1947年に
イェールに戻ったという経歴を持つ。そのような人
物が、アメリカ的なレンズでヨーロッパの戦後政治
を見ることを戒めていることに我々も注意すべき
である。つまり「リベラル・デモクラシー」が戦後の
ヨーロッパが定着したというのは、特定の分析目的
のためにありうる言明ではあっても、万能ではない。

（2）「リベラル・デモクラシー」の内在的理解の必要性
　本共同研究においてわれわれは、グローバル化
や個人化といったさまざまな理由で、民主政への
不満が語られる現在の状況を踏まえて、過去のデ
モクラシーを位置づけなおそうとしている。その

ような目的のためには「生きられたデモクラシー」
を内在的に理解する必要があり、その分析に「リ
ベラル・デモクラシー」概念は牛刀に過ぎる。
　もう少し敷衍しよう。仮にわれわれが、戦後ヨー
ロッパのデモクラシーを「リベラル・デモクラ
シー」という以外に、精密に位置づける言語を持っ
ていないとするならば、それは論理必然的に、現
在のデモクラシーの問題を照射するために「何が
いつどう変化したのか」を語ろうとする言語の粗
雑さをもたらす。というのも、戦後西ヨーロッパと
現在のヨーロッパにおいて、政治体制が「リベラ
ル・デモクラシー」であることにはかわりないか
らである。それでも「何かがかつてとは違う」と感
じそれを捉えようとすると、それ自体としては興
味深い仮説的概念――ポスト・デモクラシーなり
ポピュリズムなり――が、反省を欠く形で危機の
レッテル貼りとして用いられることになる（網谷
2014b）。しかし「何であったか」についての精確な
認識なしに、「どう変わったか」が捉えられるはず
もない。その結果、現在の政治を捉える言説には
ある種の粗雑な「衰退」論ばかりが跋扈するので
ある。戦後西ヨーロッパのデモクラシーはそんな
に美しく素晴らしい体制だったのだろうか？
　とりわけ体制の正統性、支持調達の構造を考え
ようとするとき、ことは深刻である。体制が支持さ
れるか否かは、長期的にはその物質的パフォーマ
ンスと同期するかもしれないが、直接的には政治
的主体や市民の認知の問題だからである2。そして
正統性や体制支持に関する限り、現在生じている
様々な状況を「リベラル・デモクラシー」（とその変
容や空洞化）の問題として概念化してしまうこと自
体が、すでに誤った設定である可能性がある。そも
そも「支持」されていたのが「リベラル」・デモクラ
シーなのかどうかは定かではないからである3。

以下では、共同研究の成果を利用しながら、第

　これとは対照的に、選挙権威主義（electoral authoritarianism）や選挙民主主義（electoral democracy）と呼ばれているような、
選挙は行われているが自由やマイノリティの権利が侵害されているような体制の数が増えたことで、デモクラシーにおけ
る「自由」の確保がどのような条件で可能になるのか、という点に近年の研究者の関心は向いている。Mukand and Rodrik

（2017）は、民主化の過程をゲーム論的にモデル化する際に、伝統的には自由権というタイトルのもとで一括されてきた所
有権と市民的自由権を明示的に区別することによって、選挙民主主義・非リベラル民主主義の成立可能性を組み込み、結
果としてリベラル・デモクラシーの成立条件が意外に厳しいことを示しており、注目に値する。

2 市民の通俗理論（folk theory）を検討することの重要性について Moss at al. （2016）を参照。20 世紀の政治思想を考える
上では、高尚な政治哲学の歴史よりも、公法学者や「ヴィジョンを持った官僚」、あるいはハイエクの言う「理念の中
古業者」といった「中間的な人物」の分析が必要であると Müller （2011b）は主張する。

3 なお、正統性や体制支持の問題を除外して、純粋に政治的パフォーマンス――たとえば時間的不整合や集合行為問題の
解決――を最適化する制度メカニズムのデザインを考える研究の方向性も十分ありうる。ただしその場合にはデモクラ
シーのミニマムな基準を満たす必要もなくなるかもしれない。
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二次大戦後のヨーロッパにおいて、「デモクラシー
がどのようなものとして構想されていたのか」を
内在的に明らかにするための方向性と論点を確認
していこう。ただし予め断っておくならば、何か
特定の思考体系が戦後ヨーロッパのデモクラシー
を支える原理となった、という主張を提示するわ
けではない。むしろ、戦後デモクラシーという「場」
に働くいくつかの力を明らかし、それらの多層的
な複合体としてわれわれの理解を精密にすること
がこの作業の目的である 4。

3. 戦後デモクラシーの構成要素

（1）「反主権」と「主権‐議会‐決断」三幅対への批判
　現在に至るまで、ヨーロッパにおいてはデモク
ラシーの具体的制度化に議会民主政（parliamentary

democracy）が採用されている。ただし議会政治の
母国たるイギリスは、近代的に整理された統治原
理を持たないため、一般的なモデルとはなりえな
い。では、議会民主政とはどのような構造を備え
たモデルなのだろうか。
　現在の比較政治学においては、リベラル・デモ
クラシーの分析において本人 -代理人モデルを代
表関係に援用し、主権者たる人民・国民と政府が
どのように結ばれているか、という観点から制度
が整理されることが一般的である。「委任の連鎖

（chain of delegation）」の様態が問われているので
ある。
　しばしば援用されるのは、シュトレーム（Kaare

Strøm）らの共同研究から提示された枠組みであ
る。この枠組みにおいて議会民主政は「首相およ
びその政府が、議会の多数派に責任を負い、議会
によってその職を負われる可能性がある統治の
システム」と定義される（Strøm, Müller, Bergman

2003, 13）。このシステムの下では、「投票者から究
極的な政策決定者まで、一つ一つの段階において
単一の本人が唯一の代理人（もしくは権限競合の
ない複数の代理人）に結びつき、同時に個々の代
理人は唯一の本人に対して責任を負うような、委
任の連鎖とアカウンタビリティ（65）」が制度を特

徴付けることになる。
　やや噛み砕いて言えば、投票者（それも中位投
票者）から代表（議員）へ、代表から首相および内
閣へ、という形で、決定までの委任の連鎖が一つ
の線で構成され、しかも「首相および内閣」からは、
各大臣、そしてその下の官僚にいたるまで、分業
のためのツリー状の分散こそあるものの、やはり
一つの線で結ばれるのが特徴である。これは、投
票者と決定者、さらには政策実施者の間が、常に
複数の矢印が錯綜する形で結ばれ、相互に重複が
あるアメリカ型大統領制とは対照的である。
　この現代政治分析の議会民主政モデルによく対
応するのがフランス第三共和政（1875-1940）であ
る（樋口 1994, 142-167, 195-207; カレ・ド・マルベー
ル 2011）。この時期の代表的な公法学者であるエ
スマン（Adhémar Esmein）によれば、古典的な代
表制にかえて「選挙人の多数派によって表明され
る国民の実在する意思を可能な限り正確に表わ
し、執行するという唯一の目的を追求する」半代
表制という統治形態が成立したものとみるべきと
される。そこでは、立法権に支配的な地位が与え
られる。これは、彼らのみが人民の名で真に語り
うるからであるという。また議会は一院制となり
執行権は立法府に従属することになり、権力分立
も否定される（只野 1991,87-88; 飯野 2002, 7-8）。
　今でこそあまり省みられることはないが、戦間
期のデモクラシーの制度構築において、この体制
はイギリスと並んで参照対象となり、特に中・東欧
の新規独立国の体制構築において影響があったと
される（ポロンスキー 1993）。そこでは、代替君主
としての役割を当初持たされた大統領は実権を失
い、執政府は議会に強く依存した。もちろん司法
部による立法審査などは影も形もない。集権化さ
れた国家において、単一不可分の主権を有する人
民・国民は議会を通じて代表されるのであり、そ
こでの決断は多数決によって行われていた。なお、
フランスにおいては憲法制定権力が議会に常在す
るという理解が有力であり、それゆえ憲法改正に
ついては無限界説が有力であったことも付記して
おこう。このため第三共和政はしばしば「議会主

4 Pombeni （2008）は戦後体制へのキリスト教民主主義と社会民主主義の影響を認めつつ、それが結局はリベラリズムの圏
域内にあることを強調する。このような解釈ももちろん可能ではあるが、それはひとえにリベラリズムの定義による。
本稿は、以下の三つの理由から同論文よりは実質的に狭い定義をとっている。第一に、現在の経験的政治学が過去を含
めて体制を判断する基準となっているような、個人を基礎とした体制構想を重視しているためである。第二に、当事者
間においては複数の哲学・世界観の間の対立が強く意識されていたからである。そして第三に、「結果としてリベラリズ
ムの範囲内にあること」と「リベラリズムを原則としていること」とは違うと考えるからである。

4



権体制」「議会絶対主義」の語で特徴付けられる。
　このような体制が、戦後デモクラシー構想にお
いてはしばしば批判された。すなわち、戦後ヨー
ロッパの体制構想にはすぐれて「反主権的」な構
想が含まれていた。ここで「反主権的」と表現し
た発想は、より具体的には「主権‐議会‐決断」三
幅対への抵抗とでも特徴付けることができる。そ
れは支配的なものとならなかったとしても、その
後の政治的展開や後の制度構想に連続している。
　一例を挙げよう。西ドイツ基本法（憲法）の起
草にあたった議会評議会（Parlamentarischer Rat）
において、戦前からのカトリック政治家でキリス
ト教民主党議員団の副団長として大きな影響を与
えたジュスターヘン（Adolf Süsterhenn）はこう述
べている。

「まずもってわれわれは、以下のような考えを
基本としている。すなわち、ルソー風の憲法、
つまり数多くの権限を議会に集中させるもの
が作られてはならない。そうではなくモンテス
キューとともに、権力分立の考え方をも顧慮
しなければならないのだ（Parlamentarischer Rat, 

Hauptausschuß, 30.11.1948, S. 124）」

　ここでは、やや誇張すれば「全能の国家を、主
権者たる人民を代表する唯一の機関である議会が
コントロールする」というモデル――それは「自
由主義的」「立憲主義的」であるかどうかは別とし
てきわめて民主主義的である――が批判されてい
る。このようなモデルに代えて、戦後西ドイツで
は民意の表出にさまざまな制約を課す制度設計が
行われたことは良く知られている。一部の論者は
これを「混合政体」の概念で位置づけようとして
いた。
　この議会民主政モデルへの批判はさまざまな方
向に向かいうる。一つの方向は「議会による統制
の過剰が執政府の行動を制約している」という認
識に基づく統治機構改革であり、これはフランス
第五共和制における議会権限の縮小や、戦後西ド
イツにおける建設的不信任などの首相の地位強化
につながる。この流れは戦後になると反共主義と
結びつき、選挙制度を変更することで安定を求め
る動き（Pilon 2013, Ch. 6）とも部分的には重なる。
　とは言え、一般的には主権を制約し、権力を分

散していく方向の方がより多く見られるといって
よい。このようにヨーロッパ戦後デモクラシーの
特質をある種の「制約」の存在に見ることは、必
ずしもわれわれの独創ではない。たとえば、現代
ヨーロッパ政治思想史の研究者であるミュラー

（Jan-Werner Müller）は「戦後西欧の政治的想像力
の中で、安定が主要な目標の位置を占めることに
なった…西欧は、人民の主権に対する不信に深く
刻印された、きわめて制約された（原文イタリッ
ク）型のデモクラシーを身にまとうことになった

（Müller 2011, 128）」とする。この事実認識自体は、
リベラル・デモクラシーを非歴史的に理解する傾
向に対する解毒剤として有用である。
　しかし、彼がこれを「民主主義と自由主義の原
則、とりわけ立憲主義との新しいバランスであり、
なおかつ自由主義と民主主義の双方が20世紀半
ばのヨーロッパが経た全体主義の経験に照らして
再定義された（Ibid. 129）」ものと位置づけている
のには留保が付されるべきである。内在的な視点
をとる限りにおいて、少なからぬ国において自由
主義も否定の対象だったからである。

（2）反「個人主義」
　戦後デモクラシーの内在的な構造を考えるひと
つの手がかりとして、戦後に新たに定められた憲
法を見てみよう 5。たとえばイタリア憲法（1947年
12月27日）は、その第1条で「イタリアは、労働に
基礎を置く民主的共和国である」と高らかに謳う
ところから始まることがよく知られている（高橋 

1985-88）。続く第2条は人権不可侵の規定である
が、そこには「個人として、また自らの人格を発
揮する場としての諸社会的集団の中で」という註
釈がついて、社会団体が織りなす社会という像を
提示するとともに、「政治的・経済的・社会的な連
帯の不可欠な義務を履行すること」が求められて
いる。そして第3条では、市民の尊厳が平等に尊
重されることが説かれ、人間としての人格の十全
な発揮や労働者の実効的な参加を妨げるような、
経済的・社会的な障害を除去することが共和国の
任務として掲げられている。
　西ドイツ基本法（1949年5月23日）は、「人間の
尊厳は不可侵である」という宣言から始まる。も
ちろん、「個人（Person）の自由は不可侵である」

（第2条第2項）といった自由権的条項にも事欠か

5 日本、イタリア、ドイツの戦後の憲法体制の比較として（本稿とは違う観点からではあるが）石田 （2009）を参照。
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ないが、一般的には「人間の尊厳」という概念、さ
らには「ドイツ連邦共和国は民主的で社会的な連
邦国家である」「所有権には義務が伴う（Eigentum 

verpflichtet）」といった、所有権の無制約性の否定
や社会国家的目標規定で知られる。
　これらにおいて中心となっているのは、世俗
的・自由主義的で、孤立した個人を前提するよう
な制約の不在としての自由の概念ではなく、キリ
スト教的色彩を帯びた「人格（Person）」や「尊厳

（Menschenwürde）」の概念である。そこでの自由
は（国民）共同体の中での自由であり、だからこ
そ労働者の生活や参加を保障する実効的同権化
の諸規定が導入される。個人の自由や権利の尊重
は謳われているため、文言上の類似点はあるもの
の、その背後にある社会像はリベラリズムのそれ
とはかなり異なる 6。上述のフリードリヒは、人間
の尊厳の強調が戦後ヨーロッパ憲法の特徴である
として、「この広い概念の解釈のされ方によって
…現在のヨーロッパのトレンドは、ソ連から、そ
してアメリカからも区別される。というのも人間
の尊厳はすべてのヨーロッパの憲法において、表
現の自由とともに社会化、より広くは社会的責任
を意味するからである」と指摘している（Friedrich 

1951, 17）。
　しかも戦後の西欧においては、形式的な権利
平等すら必ずしも実現されてはいなかった（マゾ
ワー 2015, 391-401）。個人の平等な権利擁護はリベ
ラリズムにとってエレメンタリーなものであるに
もかかわらず、である。それが顕著なのは女性の
権利である。たとえばイタリアでは、レイプされた
女性が、その後レイプした男性と結婚するとその
罪は帳消しとされたという。男性の不義が罪に問
われる一方、女性は処罰の対象となり、フランス
では銀行口座を開設することも困難だった。そも
そもスイスにおいて1970年代まで女性の参政権が
なかったことも改めて想起されるべきであろう。
　以上のように、仮に「リベラル」の語に、全ての
個人の権利の擁護と自由の十全な行使を重視す

る、という現代的で実質的な意味を持たせるなら
ば、戦後のリベラル・デモクラシーが当初からそ
のような原理を基礎に成り立っていたとは言いが
たい。しかも、具体的な権利保障の平面でも、平
等な権利擁護が実現していたかどうかは怪しい。

（3）「人格主義」
  現在の意味で「リベラル」な価値が体制の基礎
にないとするなら、では何があったのか。その
一つとして注目すべきはカトリックの人格主義
である。これは、ナチスやファシズムの独裁を経
て、一人ひとりの人間を重視する考え方である
が、そこでの人間は一般的なリベラル・デモクラ
シー理解が前提とするような「個人」とは一線を
画す。代表的な思想家の一人ムーニエ（Emmanuel 

Mounier）はこう説明する。

「個人主義とは、個人をして孤立と自己防御と
の態度をがっちりと固めさせるところの慣習、
感情、思想、制度の一つのシステムである…係
累からも、血によってつながる共同体からも離
脱した抽象的な人間、言い換えれば、方向も限
度も見失った自由の中心に鎮座する思考の神の
如き人間…かゝるエゴイズムの不可侵権や、利
益の他何者も眼中にない団体の最大限の利益
追求を保証することのみを目あてとする諸制
度、…それはかつて歴史にあらわれた最も憐む
べき文明形態の一つである。それはまさに人格
主義のアンチテーゼであり、そのまず第一に闘
わねばならない敵である（ムーニエ 1953, 46）」。

　ここでは、一人ひとりの人間が、現代政治理
論風に言うならばコミュニタリアンな文脈の中
で、重視されている。すなわち、独立不羈の単独
者としての個人ではなく、具体的な社会のテクス
チャーの中に埋め込まれ、共同体の中で役割をは
たす、肉体的存在としての人間を、重視する考え
方である。したがって社会秩序のモデルとしては、

6 もちろん、このような規定について、「リベラリズムの諸課題がすでに達成されたので、新たな課題として社会的問題へ
の取り組みが行われるようになった」という解釈を施すことは不可能ではない。おそらく日本において有力な言説はそ
のようなものであろう。

 　確かに日本国憲法は古典的な意味での自由主義的要素に社会的目的規定を加えた「リベラル」なものかもしれない。
天皇と戦争放棄の章に続く国民の権利と義務の章において、諸基本権と自由への制約を否定・限定する条文が大半を占
め、「どのような社会的目的を目指すのか」「権利行使を支える条件をどのように保障するのか」といった問題系が欠落
していることは、象徴的である。しかしそれは、近代化に際して市民法体系を継受したにもかかわらず、アメリカの構
想の影響を強くうけた日本国憲法体制の下にあることからくるバイアスではないか。
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個人と国家が対峙する構造としての近代社会では
なく、各人を多層多様な形で包摂する共同体が積
みあがっていくさまがイメージされる。その中で
国家は絶対的な地位を占めるわけではない。この
人格主義は、主としてフランスやベルギーのキリ
スト教民主主義勢力の中で力を持つことになり、
ヨーロッパ統合にも一定の影響を及ぼすことにな
る。
　さらに付言しておくべきことは、この人格主義
的構想は、人間像が単に異なるにとどまらず、個
人主義や合理主義を積極的に攻撃しているという
ことである。人格主義の思想家としてもっとも著
名なマリタン（Jacques Matitain）は、1949年のア
メリカ政治学会講演でこう述べている。

「例えばジョン・ロックのような、哲学的理論
は、民主主義の主張の哲学的定式化を準備する
ものであり、実際のところ経験主義的で合理主
義的な哲学であって、キリスト教哲学からは程
遠い。だがこのような哲学的理論は、現実の民
主主義の内実から、そして徐々に発展してきた
共通の意識や道徳的経験からは鋭く区別され
なければならない。近代史の中での民主主義の
到来は、このような共通の意識や経験に、実際
には依存してきたのである……ルソーやカン
トが、自分たちのセンチメンタルで哲学的な
定式で民主主義の思想に装飾を加えたことが、
近代の諸理念の不幸や混乱につながっている

（Maritain 1949）」。

　このように、デモクラシーの合理的かつ哲学的
な正当化は、現実の民主政の基盤とは異なるとマ
リタンは論じ、世俗的自由主義の思想家たちに厳
しい批判を向けていた。それもアメリカ建国の思
想的基礎としてしばしば言及されるロックをわざ
わざ名指しする形で、である。
  人格主義という特定の思想潮流に棹差すかどう
かは別として、ファシズムやナチズムを経たヨー
ロッパにおいては、デモクラシーを中立的・手続的
決定メカニズムというより、一定の実体的価値秩
序と結びつける考え方が現れていた。西ドイツ基
本法は、「自由で民主的な基本秩序」を脅かす政党
を禁止する規定を持つことで知られているが、そ
れにとどまらず、憲法裁判所は1958年のリュート
判決（BVerfGE7, 198）で、基本法が価値中立的で
はないこと、そこに構築された価値秩序が国家を

縛るだけではなく私人間においても効力を持つこ
とを宣言した。もちろんこのような考え方は、当初
は一部の国に限られたものだったが、結果から見
れば、次第に多くの国において影響力を持つよう
になっていった。

　以上のように、戦後ヨーロッパのデモクラシー
は、自由な個人を基礎に社会契約的に組み立てら
れた中立的なルールの体系というよりも、一定の
社会秩序像・価値体系を前提とし、主権の行使を
制約しようとする構想の影響を受けていた。これ
は、現代政治分析が想定するリベラル・デモクラ
シーとはかなり異なるものであろう。ではこのよ
うに「制約された」デモクラシーは、具体的には
どのように制度化されるべきものと考えられてい
たのだろうか。

4.	 戦後デモクラシーの制度設計

（1）主権の国際的制約と人権
　反主権の構想を具体化する方向の第一は、国家
から主権の一部を奪い国際機関へ委譲する、ない
しは超国家的にプールする制度設計である。
　国際法規範を国内法に（立法措置などを経ずに）
受け入れていくという方向自体は、すでに戦間期
から見られる傾向であった。たとえばフランスの
憲法学者の手になるミルキヌ＝ゲツェヴィッチ 

（1964、原著1933）は、戦間期の憲法における新し
い動向から共通のトレンドを析出しこれを「国際
憲法（droit constitutionell international）」と呼んだ。
同書によれば、以下のように国際法と憲法の相互
浸透が見られる。

「国内法は自由の技術
4 4 4 4 4

に他ならず、国際法は平
4

和の技術
4 4 4 4

に他ならない。しかるに、現代の憲法
は発展をとげ、そこに国際的要素が入ってゆく
……同じ国際的効果が、憲法の規律によって
も、また国際法の規律によっても実現され得る
のである（2）」

　彼は第二次大戦後の論稿では、さらにこうも述べ
ている。戦間期には萌芽でしかなかったものが、つ
いに現実のものになりつつあるという認識である。

「かつては理論家たちのつつましやかな望みに
過ぎなかった憲法の国際的傾向は、今日は、実
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定憲法のひとつの明白な傾向である……憲法
の生成と国際法の進歩の歴史的相互依存性を
見ないことは、平和と自由の不可分性によって
支配される今日の政治的現実を見ないことで
ある（327）」。

　ドイツを主な研究対象とするイギリスの法社会
学者ソーンヒル（Chris Thornhill）はさらに一歩進
んで、戦後ヨーロッパのいくつかの憲法体制の特
徴は、その存立を国際法的な正統化に部分的に依
存していることにあると指摘する（Thornhill 2016）。
つまりそこでは憲法体制の（したがってデモクラ
シーの）正統性は民意によって自足的に担保され
ているのではなく、国際的な一定の規範を受け入
れていることによって調達されていることになる。
　このような国際規範の最も重要なものの一つが
国際的な人権規範である。人権規範が戦後世界の
大きなイノベーションであることは、いうまでもな
い。そのため近年、特に歴史的視角からの研究が
増加しつつある（Cmiel 2004; Frei and Weinke 2013; 

Hoffmann 2011; 2016; Mazower 2004; Moyn 2014b）。
　大内 （2017）は、ヨーロッパ人権条約（European 

Convention on Human Rights）の成立過程を分析す
ることで、戦後ヨーロッパの人権レジームの特質
を明らかにしている。重要なのは、人権の権利性
を宣言したことやそこでカバーされる人権の範囲
ではなく、この方向を主導した専門家たちが、超
国家的な司法手続きの樹立に注力していた点であ
る。伝統的な考え方に従えば、仮に国家間関係の
アリーナにおいて人権規範が樹立されたとして
も、それに違反した場合に参加国が負うのは、「他
の参加国との関係で」履行確保を行う責任のみで
あり、自国民が政府に対して履行強制やサンク
ションを課す法的手段は存在しない。専門家たち
はそれを理解していたがゆえに、権利の内容を制
約しても、加盟国を法的に訴追するメカニズムを
導入しようとしていたのである。
　この「トロイの木馬」が全面的に機能し始める
のは1970年代以降のことであるが、ここには、戦
後体制の構築にあたって国家主権を、そしてすな

わち一国単位のデモクラシーを、超国家的な規範
によって制約しようとする考えが早くから存在し
ていたことがあらわになっている。
　国際裁判を通じて主権を制約する方法のほか
に、第二次大戦後ヨーロッパにおいては、ドイツ
やイタリアなど、ポスト独裁の新憲法を中心に、
主権の国際機関への一部譲渡を憲法上明示するこ
とが行われ始めた。しかもこれは旧枢軸国に限ら
れるものではなく、たとえばオランダでは、ヨー
ロッパ防衛共同体への参加という文脈であはある
が、主権の部分的委譲のための憲法改正が1950年
代にわざわざ行われている。すなわち、戦後デモ
クラシーにはすでに一定の範囲で、主権を制約す
ることでデモクラシーの作動範囲を限定する試み
が埋め込まれていたのである 7。

（2）「社会的なもの」と集団の「連帯」「同権化」
　重要な論点の第二は、個々人の生活を保障し、
それを通じて公的活動を行う枠組みとしての「社
会的なもの」の位置である。イタリア憲法にお
ける「労働」、西ドイツ基本法における「社会的

（sozial）」、あるいはそれ以外の多くの個所でもみ
られる「人格（Person）」の概念と関連する。
　この点は、通俗的には福祉国家の問題、すなわ
ち政府や公的枠組みを通じた生活保障給付の問題
として位置づけられることが多い。政治学の分野
でのいわゆる福祉国家研究は、要するに「誰がど
のような条件でどのような給付・サーヴィスをう
け、それによってどのように不平等が是正される
か／されないか」という問題を検討するものであ
る。日本における「社会権」の通俗的な位置づけ
もそれに近い。
　しかし、社会的である（social/sozial）というこ
とは、単なる給付の問題にとどまらない（市野川 

2006; 2013）。それと同時に「参加」や「連帯」とい
うモチーフが含まれる概念である（中村 1973）。
この側面が、戦後の体制構築において一定の意味
を持った。例えば、戦後のヨーロッパでは多くの
国で、通常の議会とは別に職能的な代表を政策形
成に参加させる制度が構築された（網谷 2017）。

7 このような発想が、国内における司法部門を通じた議会の制約と親和性があることも明らかであろう。1960 年代後半
からは、ヨーロッパの経済統合が進む中で、EC/EU の裁判機関である欧州司法裁判所と各国国内裁判所が、時にコン
フリクトを起こしつつも司法的交渉ないし司法的対話（judicial negotiation, judicial dialogue）を通じて（時に政治部門
を掣肘しつつ）統合を前進させていくのである（Alter 2001）。なお現在ではこの司法的対話は、司法部自身によって
意識的に推進されており、ドイツ連邦憲法裁判所長官は「ヨーロッパにおける憲法裁判所の結合体（Der europäische 

Verfassungsgerichtsverbund）」を口にするにいたっている（Voßkuhle 2010）。
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もっとも著名なものは、「すべての労働者は、そ
の代表者を介して、労働条件の団体的決定ならび
に企業の管理に参加する」と謳う第4共和政憲法
に設立根拠を持つフランスの経済評議会（Conseil 

économique）や、ネオコーポラティズム的審議
機関として知られるオランダの社会経済評議会

（Sociaal-Economische Raad）などである。（実効性
に乏しいため）あまり知られていないものの、多
くの国にこのような機関がある 8。
　あるいはより具体的な福祉国家の制度に即し
ても、ロステイン（Bo Rothstein）の指摘以来比較
政治経済研究で注目されている通り（Rothstein 

1992）、失業保険の運営を労働組合が行ういわゆ
るヘント・システム（Ghent System）を持つ国がデ
ンマークなど複数ある。フランスやドイツでは社
会保険機関（金庫）が労使の代表により運営され
ている（cf. 多田2009; 2010）。
　ソーンヒルは「コーポラティズム的立憲主義

（Corporatist Constitutionalism）」という切り口から
20世紀の憲法＝国制を理解する枠組みを提示し
ているが、これも20世紀ヨーロッパのデモクラ
シーを集団参加の体制という観点から位置づけな
おそうとする試みである（Thornhill 2011; 2015）。
この課題が、戦間期以来のものであることは、ア
メリカのヨーロッパ史家であるメイヤー（Charles 

S. Maier）がその画期的著書『ブルジョア・ヨー
ロッパの再建』（Maier 1975）で示した通りである。
そこからわずか20年余しか経過していない戦後
ヨーロッパの安定を、単純に「リベラル」なデモ
クラシーという形で説明するのは、控え目にいっ
てもかなり大胆な仮説と言わざるを得ない。
　ただし、1920年代をコーポラティズム的安定
と評することができるとしても、戦後の安定はそ
れと同じものではない。ソーンヒルの解釈によれ
ば、戦間期のコーポラティズム的憲法体制は社会
権を代表とする実質的（material）な要素を組み込
んだため、社会的紛争がそのまま表出されること
となり、紛争処理に失敗した。したがって戦後の
憲法体制は、その側面を後退させることになる。
　ここで注目しておきたいのは、社会的なものと
集団参加や連帯という論点が、「連邦」の語でとき
に表現される、主権的権力の国内的な分散・共有
の構想を経て、ヨーロッパ統合構想と通じる水脈
を持つ点である。分析概念としてのコーポラティ

ズムは、どちらかといえば集権的な国家・政府が、
同様に集権化された労働組合、そして経営者団体
と協議する枠組を想定しているが、具体的歴史的
文脈におけるコーポラティズム的構想には、いわ
ば「政府権限の社会団体への委譲による主権制約」
をモチーフとするものも含まれている。
　上原 （2017）は連邦主義を切り口に、ヨーロッパ
統合のさまざまな構想の内部構造を分析すること
で、戦後ヨーロッパの正統性が何に依拠していた
のかを明らかにする。そこでは、現在の合理主義
的分析が前提とするように、「主権国家＋リベラル
デモクラシー」が国際的な平面で主権を共有し協
力を制度化したものとして、EUは捉えられるわけ
ではない。地方自治体や職能団体を秩序形成の主
体として位置づける、オルタナティヴな構想がヨー
ロッパ運動に流れ込んでいることが示される。
　ここでは、内的に主権を分有する主体が水平的
に国境を越えて連合していくことが、国家の枠を
越えた秩序形成に資すると位置づけられている。
このような動きは、ヨーロッパ・レヴェルの労使
対話の枠組みや地域の連合組織といった形で、伏
流のようにヨーロッパ統合の下支えをしていくこ
とになる。

（3）デモクラシーの支柱としての政党
　集団の包摂という上記の論点と重なりあう、よ
り具体的な問題系が政党の位置づけである（van 

Biezen and ten Napel 2014）。概説的には、戦間期
にはなお無視された事実上の存在にすぎない政
党が、戦後は憲法上正統なアクターとして位置
づけられ、法的な位置づけを得た、と論じられ
る。そこでドイツの国法学者トリーペル（Heinrich 

Triepel）の政党編入の4段階理論などが援用され
ることもある（Triepel 1927）。このようなナラティ
ヴは、19世紀中葉に制限選挙制の下で展開され
た自由主義の議会政治と政党が矛盾しない、とい
う規範的立場の表明でもあり、進化論的な歴史理
解は両者の連続性を強調するために用いられる

（cf. 宮沢 1936/2017）。
　しかし、一方で議員は「国民の代表」と位置づ
けられて命令委任が禁止されていること、他方で
事実上「党議拘束」という政党による義務付けに
従っており、党議拘束を梃子に統一的行動をとる
からこそ政党間の政策選択――現代のデモクラ

8 ここでは戦後デモクラシーの正統性を問題としているので、さしあたり実効性の問題は除外できる。
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シーにおいてはこれを通じて選挙民の政治的決定
への影響が行使されると理解されている――が可
能であること、という二つの事実の間には少なく
とも緊張関係が、そして場合によっては矛盾が存
在する。議会において党派の線を越えた交差投票
が日常的に存在していたアメリカにおいて、戦後
になってアメリカ政治学会が「責任政党政治」を
求めたことを想起せよ（America Political Science 

Association 1950）。単純に前者の延長線上に後者
を理解することはできない。
　だからこそ、19世紀後半の大衆政治化と民主
化の中で生まれた組織政党をどのように規範的に
位置付けるかが、20世紀前半には激しく議論さ
れたのである。例えば政党を基礎とする比例代表
制――それは選挙制度として今でもヨーロッパで
は最も標準的である――を採用していた戦間期の
チェコスロヴァキアでは、「政党間の選択」という
ロジックに忠実であった結果として、離党した議
員に議員資格返上を約束させることが選挙裁判所
の判例で容認されていた（Osterkamp 2009, 18）。す
でに言及したレーヴェンシュタインなどはこれを
逸脱的な事例として批判的に取り上げるが、それ
は組織政党デモクラシーの内的論理に対する「リ
ベラル・デモクラシー」の側の無理解を示すもの
に他ならない。
　では、リベラル・デモクラシーに代えて、「政党
デモクラシーの確立」として戦後体制を理解すれ
ばよいだろうか？私見では、政治運営の実態とし
てはそれにかなり近いものがある（網谷 2014）。
また、憲法学的な議論や政治的論壇においてはそ
うであったかもしれない（cf. 中山 1992）。
　しかし、体制の正統性という観点からはそう確
言はできない。たとえばモスらによれば、戦後のイ
ギリスにおいては、政治は重要であるとは考えられ
ていたものの、政党や政党間競合が重視されてい
たわけでも、市民の参加に価値が置かれていたわ
けでもなく、能力ある政治家が政治の舵取りを行
うことが求められていたという（Moss et al. 2016）。
　実際、仮に政党が特定の社会階層や集団の「部
分利益」を代表するものであるならば、それをデ
モクラシーの正統化言説として用いるのは容易で
はない。そもそも、そのような考え方を承認して
いるのは、昔も今もおそらく政治学者や経済学者
などごく一部の人間のみではないのか。
　たとえばオランダにおいては、部分利益を代表
するのではなく確固たる「原則＝世界観・秩序観」

を持っているからこそ、政党が正統化されうると
いう考えが戦後においても有力に存在していた
という。ここでは政党がイデオロギー的であるこ
とが重要で、政策はそこから（たとえばカトリッ
ク的世界観の原則から）導き出されるものとなる
のであって、いわゆる議会制民主主義の必要性が
弁証されているわけではない（作内 2017）。この
関連では、多数代表制と比例代表制に質的相違を
見出す見解のあることも指摘しておこう。「比例
選挙制度はもはや代表的議会主義における多数
選挙制度のように代表を基礎づける機能を営む
ことなく、ただ計算による統計的な機能を営むば
かりである」とし「議会は代表的議会主義の意味
においてではなくて、大衆民主政的政党国家の意
味において――つまり代表の原理ではなくて自同
性の原理に基づいて――共同体の一般意思が構成
せられる場所である」とするのは、後に西ドイツ
連邦憲法裁判所の裁判所として政党に関する定
式化に大きな影響を与えたライプホルツ（Gerhard 

Leibholz）である（ライプホルツ 1936, 587）。
　オランダではこの問題に、政党が「公益」をめぐ
る「原則」を代表しているからこそ正統化されうる
という解が提示された。しかしそのような「原則」
が複数存在し、しかもそれらは共約不可能であっ
て、どれか一つの原則が多数を獲得するのではな
いとすれば、どのようにして統治が可能なのだろ
うか？オランダにおける解は意外なものである。原
則を代表する「政党」と、統治の中心である「内閣」
を分離するのである（作内 2017）。これは統治のた
めの妥協・合意という要請と、政党が部分でありな
がら全体性を持つための媒介項である「原則」を両
立させるための、ある意味で誠実な回答であろう。
　では、部分利益ではなく「国民」などの集団全体
を何らかの形で代表することを目指すものである
と政党を位置づけるならばどうだろうか。日本国憲
法によれば、「両議院は、全国民を代表する選挙さ
れた議員でこれを組織する（43条）」だそうである。
しかし議員なり政党なりが「国民」「市民」「民衆」
全体の代表ならば、なぜそのような代表者が複数
存在し、競争することが論理的にありうるのだろう
か .「全体を代表するものが複数存在する」のではそ
もそも代表として成り立っていないのではないか？
　中田 （2017）が明らかにするとおり、チェコスロ
ヴァキアの「人民民主主義」体制においては、「全
体を代表する」「複数の政党が」「自らの意思で」「共
通の目標の下に」挙国一致の連合政権を運営した。
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そこには政権をめぐる「競争」はない。この一つ一
つの構成要素をとれば、「リベラル・デモクラシー」
の中に十分含めることができる9。しかし全体とし
て出来上がった体制の運用は、政権をめぐる競合
がないこともあって、われわれのイメージするそ
れとはやや異なるものとなっている。ただし、戦後
直後の時期に多くの国では挙国一致や大連合型の
政権運営が行われていたこと10、レジスタンス運動
などをはじめ少なからぬ場所で反政党の見解が表
明されていたことに留意しておく必要がある（cf. 

Corduwener 2017）。違和感があるからといって、こ
の「人民民主主義」からデモクラシーとしての位置
づけを剥奪するのは難しいだろう。これら西欧世
界での大連合政権や挙国一致政権と、東欧の「人
民民主主義」期の政治、そしてさらには社会主義
体制形成後のブロック政党システムの間の距離は、
正統化言説の内容に絞れば、それほど遠くはない。

5.	「リベラル・デモクラシー」における自由主義勢力

（1）戦後デモクラシーにおける自由主義勢力の敗退
　これまでみてきたように、戦後西欧・中欧におけ
るデモクラシー（構想）においては、必ずしも個人
主義が核にあったわけでもなければ、競争が重視
されていたわけでもない。イギリス的な「融合」型
の議院内閣制が定着したわけでもない。また、政
府の作動範囲は国際規範や人権規範によって制約
されていることがある程度前提となっていた。わ
れわれが回顧的にリベラル・デモクラシーの定着、
として位置づけがちな第二次大戦後ヨーロッパの
政体は、内在的には（現代政治分析が想定するよ
うな）リベラル・デモクラシーのロジックを重視
する形で理解されていたわけではないのである11。
　自由主義政党の帰趨もこのこととある程度照
応する。八十田 （2017）はイタリアにおいて、「自

由主義的社会主義」の流れを汲む行動党に集った
人々の知的系譜を分析する。通俗的にそうなされ
るように、戦後ヨーロッパをリベラル・デモクラ
シーと福祉国家というキーワードで理解するなら
ば、「自由主義的社会主義」こそ、その担い手であっ
てもおかしくはない。同党は19世紀的な政治的自
由に、「社会的救済」を加えることで戦後の再建に
関与しようとした。実際、行動党が掲げた7項目
の目標、すなわち議会制共和国の樹立、地方分権、
大企業国有化、農業改革、自由な労組、政教分離、
民主主義国による欧州連邦、は一見すると戦後西
欧の体制そのものであるようにすら見える。
　この潮流に属する代表的思想家であるロッセッ
リはこう述べる。

「社会主義は自由の原則を論理的に発展させ、
その究極の帰結にまで至らせたものである。社
会主義とは、それを根源的な意味において理解
しそれがもたらす帰結によって判断するなら
ば、自由主義を行動に移したものである…自由
主義と社会主義は内的な絆で結び付けられて
いるのである（Rosselli 1994, 118）」。

　これはマルクス主義とは離れ、社会主義を自由
主義の延長上にとらえる、戦後型社会民主主義の
教科書と見まがうような主張である。しかしこの
ような主張を掲げた行動党が惨敗し、霧散したの
が、イタリアの戦後デモクラシーの現実である。
1946年の制憲議会選挙で同党は得票1.4%にとど
まる。1945年6月から数ヶ月にわたって首班の座
を占めていたにもかかわらず、である。イタリアが
例外というわけではない。北欧を除けば12、西ヨー
ロッパにおいてリベラル政党の勢力は小さいまま
にとどまった。フランスやルクセンブルクなど有
意なリベラル政党が存在しない国があるのはもち

9 禁止されていた政党もあるが、そのことのみによって、デモクラシーではないと判断することもできない。
10 オーストリアでは戦後短期間の全党政権を経て、左右の二大政党（オーストリア人民党およびオーストリア社会党）の

大連合政権が 1966 年まで継続した。両政党の合計は総議席のほぼ 9 割を占める。
11 体制としての自由民主主義における正統性の問題を、外在的視点と内在的視点を混同することなく丁寧に論じるものと

して川崎（2001）を参照せよ。
12 デンマークの左翼党は農村を支持基盤としており、英語文献ではしばしば農村リベラル（Agrarian Liberal）と表記される。

確固とした支持基盤があるため、1940 ～ 50 年代に同党は 20% 強の票を獲得している。その後、低落傾向をたどり 1987

年にはついに 10% 強にまで半減する。興味深いのは、その後再び党勢を回復し 2000 年代には第一党の座を獲得するま
でになったことである。ノルウェーの左翼党は、1945 年の 13.8% を頂点に一貫して得票を減らし、1970 年代以降は 5%

内外の小政党にとどまる。スウェーデン人民党も、1940 年代末から 1950 年代前半にかけては 20% 以上の票を獲得して
いたが、その後低落傾向に歯止めはかけられず、1990 年代以降は得票率 1 桁の領域に沈んでいる。
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ろん、多くの国で得票は1割を割っている。このよ
うなリベラル政党の勢力の小ささは戦後デモクラ
シーの性格の一端を明らかにするエピソードと言
えよう。
　行動党の系譜を引く知識人としてもっとも著名
なのはボッビオ（Norbert Bobbio）である。彼はイ
タリアにおけるケルゼン（Hans Kelsen）の受容を
推進した人物でもあるが、そのケルゼン自身が戦
後西ドイツにおいて「克服の対象とされ、嘲笑さ
れ、そして敵視され、ついには何十年にもわたっ
て黙殺（レプジウス 2017, 3）」されていたことも
言及に値する。というのも「当時求められていた
のは…キリスト教的－西欧的な価値構造の内部で
の実体的羈束であって、分析的な反‐実体主義で
はなかった（Ibid. 4）」からである。ここでも自由
主義的な思考法が、意識的に退けられていたさま
が看て取れる。ケルゼンにおいてデモクラシーが、
自由の確保によって基礎づけられていることも確
認しておこう。
　さらに、経済史学的にはすでに常識に属するが、
いわゆるネオリベラリズムは、1930年代からまさ
にこの戦後体制構築期に形成された構想である。
その代表であるハイエク（Friedrich A. Hayek）
の著作『隷従への道』の初版が1944年に刊行され
ていることがその一つの表れであり、思想史的
にいえば1947年に形成されたモンペルラン協会

（Mirowski and Plehwe 2009）、さらに遡って1938年
にパリで開催された「ウォルター・リップマン・
コロキウム」にその思想潮流としての誕生をみる
のが定石である（権上 2006）。このネオリベラリ
ズムが、重要性のある政治勢力として結晶化する
のは1970年代である。この時間的なズレが戦後体
制の性格を物語る。彼らのように、「個人」と「自
由」を強調する思想は、1960年代までのヨーロッ
パにおいて政治的にはほとんど耳を傾けられれな
い構想だったのである。ハイエクが、ナチスのみ
ならず福祉国家や経済計画を攻撃するときの激烈
さは（ハイエク 1992）、当時の知的潮流の中で完
全に少数派にあることを意識していればこそ、で
ある。
　以上のように、さまざまな点でリベラリズムの
思想潮流は現在にまで影響を及ぼしているが、戦
後デモクラシー建設期において政治的には重きを
なすことができなかった。行動党はその一つの事
例である。ただし話は行動党の「敗北」では終わ
らない。八十田 （2017）が指摘するもう一つの重

要な点は、政治的敗北にもかかわらず、行動党関
係者と行動党の理念が、欧州統合との関係で何度
も繰り返しよびさまされ、ある種の神話化の対象
となることである。ここからは、「現実に体制を支
える勢力・構想」と「将来的なヴィジョン・理念」
が必ずしも一致せず、両者は別のロジックで動い
ていることが示唆されるであろう。
  

（2）「リベラル」の意味変容
  しかし「リベラル」であることが、戦後デモクラ
シーの中で後景に退き続けていたわけではない。
たとえばオランダの自由民主人民党は長らく得票
率10%前後にとどまっていたが、1970年代に入
り党勢を強め、1980年代には時に20%を獲得す
るようになった。オランダではこれに加えて1960

年代後半にリベラル新党の民主主義 '66が成立し
ており、双方を合わせるとリベラル勢力はさらに
大きいといえる。
  この間に「リベラリズム」「リベラル」自体が変
化を遂げている。Freeden and Stears （2013）によれ
ば、1950年代にリベラリズムは左右から攻撃さ
れ、哲学的な防御を必要としていた。その中で、
権利の概念と社会的正義の主張で、悪徳からの防
御を中心とするイデオロギーに変わったのであ
る。それによってリベラリズムは、民主的議会と
人民の意志よりも裁判所や司法メカニズムの優位
を擁護する思想となり、同時に普遍と個別の間の
伝統的緊張をより強く強調するようになった。こ
れによってリベラリズムは自らを政治の上に立つ
地位に押し上げることとなった、というのが彼ら
の解釈である（336-7）。
　モインは、現在に至る人権観念が1970年代にブ
レイクスルーを遂げたと位置づけるのだが、これ
を彼は「個人主義的、とりわけカント的」と評し

（Moyn 2011, 104）、戦後期の人格主義的人権論と
一線を画している。これは上の解釈と一定程度整
合するものである。またすでに触れたような、ジェ
ンダー間不平等がヨーロッパで改められていくの
は1960年代以降である 13。なおモインやアメリカ
のヨーロッパ史家であるノーラン（Mary Nolan）
が、人権概念の興隆とネオリベラリズムの間にあ
る種の共犯関係を含む微妙な関係を見ていること
も付言しておこう（Moyn 2014a; Nolan 2014）。
　Freeden （2015）は、自由主義に関する入門的小
著の中ではあるが、ロールズなどに端を発する現
代政治・法理論上のリベラリズムを「哲学的リベ
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ラリズム」と位置づけ、「哲学的リベラリズムの実
践者たちが、これらの問題に対してはっきりとし
た答えが出せると信じる限りにおいては、彼らは
リベラリズムとその挑戦者たちとの一線を……す
でに越えてしまっているかもしれない（107）」と、
伝統的なリベラリズムとの違いを強調している。
現代政治分析が想定するリベラル・デモクラシー
のモデルは、歴史的な自由主義思想からは離れ、
この「哲学的リベラリズム」に近い考え方をある
種戯画的に取り入れたものであるかにみえる14。
　このように考えるならば、1968年の学生運動に
集約的表現を見る、1960年代以降の社会変容は、
社会が豊かになることで可能になった個人主義化
とともに（cf. Pizzorno 1964）、当初はリベラルでは
なかった戦後ヨーロッパのデモクラシーが「リベ
ラル化」していく一つの画期として位置づけられ
ることができるのではないか 15。ただしこのよう
なリベラル化が戦後デモクラシーに与える影響は
両義的である。戦後デモクラシーには集団を基礎
として存立・機能していた側面があるからである

（網谷 2014a; 2014b）。

6.	 おわりに

　メイヤーは、『ブルジョア・ヨーロッパの再建』
の刊行後40年を経ての再版の序文で、第二次大戦
後の安定についても同様の総合的書物を著す構想
があり、文書館調査も進めてはいたものの書籍と
しての刊行にいたらなかった、というこれまで公

にされていなかった事実を明らかにした（Maier 

2016）。その理由を彼は、「もっとも根本的には、
1945年以降の西ヨーロッパにあらわれた社会政
治的秩序の新しい原則とは何なのかについて、自
分自身で明確に概念化することができなかったか
らである」と説明している。ブルジョア、冷戦、ヨー
ロッパ統合、あるいは（ファシズムやホロコース
トの）記憶、そのいずれも彼にとっては、戦後社
会政治秩序の新たな原則を記述するには十分では
なかった。もとよりメイヤーのような大歴史家が
なし得なかったことに、本共同研究が簡単に答え
を出すことができたわけではないが、以下のよう
な戦後デモクラシー理解の可能性が開かれたとい
えよう 16。
　第一に、ここで明らかにされたのは、戦後デモ
クラシーがわれわれが通常考えるような「リベラ
リズム」の前提に基づいて構築されたわけではな
い、ということである。広くはキリスト教民主主
義、より狭くは人格主義の影響はつとに指摘され
てきたことであるが、その思想的基礎においては
しばしば「個人主義」や「自由主義」が批判対象と
なっている。それは、一見して保守的な潮流（cf. 

板橋 2016）のみならず、左派カトリシズムにすら
あてはまる。
　第二に、「自足的で階統的な正統性構造をそな
えた主権国家が、しかる後に超国家組織の構築に
乗り出した」わけではないことが、看取できる。
ミルウォード（Alan S. Milward）の有名な「国民
国家のヨーロッパ的救済（European rescue of the 

13 この関連で、アメリカの影響を強くうけた戦後改革を実施し、その中で「家制度」という社会的階層秩序の解体を行っ
た日本は、リベラルな憲法を持つだけではなく、具体的な法制度の側面においても、ヨーロッパに比してむしろ「より
リベラル」であった可能性はないだろうか。

14 Sabl （2015）は、経験的研究における「民主主義理論」なるものが、規範的政治理論における議論に対応するものをも
たない、過度に単純化された「藁人形」であると批判する。考えてみれば、全体的には経験主義的な英米思想の中、多
元主義の国アメリカで発達した現代政治分析が、あたかも人民主権一本に基づいて民主主義の正統性を合理主義的に構
成するかのような（その意味で大陸的・主権論的な）「理論」をベンチマークとしているのはそれ自体不思議なことである。
戦後アメリカ政治学への亡命政治学者の影響の概観として Loewenberg （2006）を参照せよ。また、カネル（2007）によれば、
デモクラシーの語で自らの政体をアメリカ政治学が特徴づけるようになったのも比較的新しい現象である。

15 なお、戦間期の少数派保護条約の「教訓」と、戦後処理の過程で事実上強制的な住民交換が行われたこともあって、戦
後ヨーロッパにおいては少数派を集団として保護するという枠組みは影を潜める。これに対して機能的代替物として「人
権」概念が登場したと解するのが Mazower （2004）である。

16 馬場 （1991）は戦後デモクラシーの 1980 年代までを扱う共同研究のまとめとして、成立から安定、そして変容という形
容を選択した。四半世紀を経てわれわれは、戦後デモクラシーの成立・安定期と現在の間により大きな断絶を見ている。
それゆえ、リベラル・デモクラシーの継続的進化をイメージさせる語り口――それは現在を頽落の相として描くだろう
――よりも、馬場の言う「変容」期にある種の断絶を見出し、デモクラシーのリベラル化の帰結として現在を理解しう
る本稿のような視角が採用された。本稿執筆に際して意図していたわけではないが、結果として、学恩ある先達に対し
古希の年にささやかな異議を申し立てることが出来るのを、嬉しく思う。

戦後ヨーロッパにはリベラル・デモクラシーが成立し、発展したのか？　　13



nation state）」テーゼに対してしばしば、「救済」さ
れた後の国民国家は自らも変容している、という
指摘がなされる。本共同研究の成果もこれを証す
る。戦後期には、国際・国内を問わない政治社会
秩序の総体的再編が構想され、部分的には実現を
みた。戦後デモクラシーは。一国単位の主権＝デ
モクラシーを制約し、権限委譲を行うこととセッ
トで成立していたのである。いわゆる「民主主義
の赤字（democratic deficit）」問題も、このような背
景を踏まえて考察するべきである。
　最後に、われわれは歴史を見る際に、時間で区
切られた安定的構造――しばしばそれは「レジー
ム」の語で表現される――の継起と交代としてそ
れを理解しようとする。しかし、一見敗北したか
に見えた構想が部分的には生き残って神話化さ
れたり、設立直後はほとんど機能していなかった
制度が後になって大きな意味を持つなど、時間
の流れは必ずしも一様ではない。近年の歴史的制
度論（historical institutionalism）的研究は、重層化

（layering）や転用（conversion）、漂流（drift）などの
メタファーを用いて、より複雑な制度変化の理解
を目指しているが（cf. 今井 2015）、このような多
層性に注目することは、われわれの課題とする戦
後デモクラシーの内在的理解においてはなおさら
必要である。そこからは、その時々の主導的勢力
が「レジーム」を構築するという発想自体も、相
対化されるべきであるということになる。歴史を
作るのは勝者だけではない。
　そして、現代政治分析が、「定型化された事実

（stylized fact）」とみなすような「従属変数」である
戦後西ヨーロッパのデモクラシーについても、歴
史的な視角から再訪することで、より精確な理解
が可能かつ必要であり、そのことは翻って現状の
認識をより確かにし、さらにはわれわれの分析言
語を精密にする、というのが本稿の主張である。
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